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 防災訓練の実施の結果について，原子力災害対策特別措置法第１３条の２第１項の規定に基づき

報告します。 

原子力事業所の名称

及 び 場 所 

四国電力株式会社 伊方発電所 

愛媛県西宇和郡伊方町九町字コチワキ３番耕地４０の３ 

防災訓練実施年月日 平成２９年７月１３日 平成２９年６月３０日 

防災訓練のために 

想定した原子力災害

の 概 要 

伊方発電所３号機において、一次冷却材

の漏えいが発生し、非常用炉心冷却装置

が作動する。その後、全交流電源喪失と

なり原子力災害対策特別措置法第１５

条事象となり、炉心損傷に至る原子力災

害を想定 

伊方発電所における原子力災害を想定

防 災 訓 練 の 項 目 総合訓練 要素訓練 

防 災 訓 練 の 内 容 

(1)防災訓練 

(2)通報訓練 

(3)ＡＭ訓練 

(4)緊急時対応訓練 

(5)モニタリング訓練 

(6)避難誘導訓練 

(7)緊急事態支援組織対応訓練 

(1)通報訓練 

防災訓練の結果の 

概 要 
別紙１のとおり  別紙２のとおり 

今後の原子力災害 

対策に向けた改善点 
別紙１のとおり  別紙２のとおり 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 
   ２ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、 

署名は必ず本人が自署するものとする。 
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防災訓練（総合訓練）結果の概要 

 

１．訓練の目的 

本訓練は、「伊方発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章第７節 １．社内における訓練」に基

づき実施するものであり、以下を確認することを訓練全体の目的とした。 

・ 早い事象進展および複数号機同時発災を想定したシナリオにおいて、原子力防災組織（伊方

発電所、松山原子力本部、本店）が原子力災害発生時に有効に機能すること。 

・ 放射線防護具を着用した中で、現場活動および伊方発電所災害対策本部との連携ができるこ

と。 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

  平成２９年７月１３日（木）１０時００分～１２時４５分 

 

（２）対象施設 

   伊方発電所１、２、３号機 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）訓練実施体制 

   平日勤務時間帯における以下の体制で訓練を実施した。 

 

 

（２）評価体制 

活動班ごとに評価者を選任し、第三者の観点から手順の検証や対応の実効性等について評価を実

施し、良好事例の確認および改善点の抽出を行った。 

また、訓練終了後に訓練参加拠点毎に訓練参加者全員による振り返りを行い、訓練事象を再確認

して答え合わせを実施するとともに、気づき事項を集約し、課題を抽出した。
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（３）参加人数 

今回の訓練の参加人数は以下のとおり。（評価者・コントローラを含む） 

全体人数２５１名（うち、評価者４８名(評価者３６名はコントローラと兼任）） 

   ＜内訳＞  

    伊方発電所：１４２名（評価者３６名はコントローラと兼任） 

    松山原子力本部（原子力施設事態即応センター（松山））：７０名 

（うち、評価者６名、コントローラ２名、他社参加者（中国電力）1名） 

本店（原子力施設事態即応センター（高松））：３５名（うち、評価者６名、コントローラ２名） 

東京支社：４名 

 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

今回の訓練は、訓練中長期計画に基づき、平日の通常勤務時間帯に発生した原子力災害を起因とし

て、原子力災害対策特別措置法（以下、「原災法」という。）第１５条事象に至る原子力災害の発生を

想定した。 

訓練は、シナリオ非提示型の形式にて実施し、コントローラがシナリオ進行に必要な状況付与を行

った。 

 

（１）訓練の前提 

  ａ．想定事象 

平日通常勤務時間帯に、伊方３号機において一次冷却材の漏えい（以下、「大破断ＬＯＣＡ」

という。）が発生 

  ｂ．発電所の状態 

     １号機：平成２８年５月１０日運転終了 

     ２号機：第２３回定期検査中 

３号機：定格熱出力一定運転中 

  ｃ．通信設備 

     ＮＴＴ電話、携帯電話：使用可能 

     ＰＨＳ、ページング、インターホン：使用可能 

 

（２）防災訓練シナリオの概要 

・３号機において大破断ＬＯＣＡが発生し非常用炉心冷却装置（以下、「ＥＣＣＳ」という。）が作

動するが、高圧注入ポンプ１台および格納容器スプレイポンプ 1台以外のＥＣＣＳ系ポンプが起

動できない状況となる（原災法第１０条事象「原子炉冷却材漏えい時におけるＥＣＣＳ作動」）。 

・地震（愛媛県内：最大震度６弱）の発生により１、２、３号機の外部電源が喪失するとともに、

３号機の２系統の安全系母線のうち、Ａ系統の母線故障およびＢ系統の非常用ディーゼル発電機

（以下、「非常用Ｄ／Ｇ」という。）が運転不能となり、３号機が全交流電源喪失となる（原災法

第１５条事象「原子炉冷却材漏えい時におけるＥＣＣＳによる注入不能」）。 

・上記と同じタイミングでアクセスルートの一部遮断および火災が発生する。 

・２度目の地震が発生し、１号機において、使用済燃料ピット（以下、「ＳＦＰ」という。）の水位

が低下する事象が発生（原災法第１０条事象「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失」）し、複数号

機同時発災となる。 

・なお、１、２号機については、外部電源喪失以降非常用Ｄ／Ｇによる交流電源より供給されてお
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り、２号機については異常は発生しない。 

 

（３）事象進展時系列（１、２、３号機） 

時刻 発生号機 事象 

10:00 ３号機 

大破断ＬＯＣＡ発生 

・３号機ＥＣＣＳ作動 

・高圧注入ポンプ３Ａおよび格納容器スプレイポンプ３Ａ以外のＥＣＣＳ系 

 ポンプ運転不能 

【原災法第１０条事象】原子炉冷却材漏えいによるＥＣＣＳ作動 

10:30 

１、２、３

号機 

地震発生（１回目） 

・１、２、３号機外部電源喪失 

・１、２号機非常用Ｄ／Ｇによる給電成功 

・３号機６－３Ｃ母線故障および非常用Ｄ／Ｇ３Ｂ故障による給電失敗 

・３号機全交流電源喪失 

３号機 【原災法第１５条事象】原子炉冷却材漏えい時におけるＥＣＣＳによる注入不能

10:58 ３号機 

炉心損傷 

【原災法第１５条事象】炉心損傷の検出 

【原災法第１５条事象】敷地境界付近の放射線量の上昇 

11:14 ３号機 代替格納容器スプレイポンプ起動失敗 

11:45 
１、２、３

号機 

地震発生（２回目） 

・１号機ＳＦＰ水位の低下 

11:50 １号機 【原災法第１０条事象】ＳＦＰの冷却機能喪失 

12:20 ３号機 格納容器自然対流冷却の準備完了 

12:35 ３号機 中型ポンプ車および加圧ポンプ車による格納容器代替スプレイの準備完了 

12:45   訓練終了 

※原子力災害対策指針の緊急事活動レベル（以下、「ＥＡＬ」という。）は、各号機で最初の特定事

象および１５条事象のみ記載 

 

５．防災訓練の項目 

  総合訓練 

 

６．防災訓練の内容 

以下の項目の要素訓練を組み合わせた総合訓練として実施した。 

（１）防災訓練 

（２）通報訓練 

（３）ＡＭ訓練 

（４）緊急時対応訓練 

（５）モニタリング訓練 

（６）避難誘導訓練 

（７）緊急事態支援組織対応訓練 
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７．防災訓練の結果の概要 

（１）防災訓練 

各災害対策本部の活動について実動訓練を行い、「４．防災訓練のために想定した原子力災害の

概要」の状況把握や伊方発電所と原子力施設事態即応センター（災害対策本部（松山、高松））間

の情報連携を実施した。 

また、オフサイトセンター参集要員による、オフサイトセンターの活動状況に関する状況付与（模

擬）を行い、各災害対策本部におけるオフサイトセンター対応活動も合わせて実施した。 

 

（２）通報訓練 

伊方発電所における原子力災害の発生について、原子力防災管理者より原子力規制庁緊急時対応

センター（以下、「ＥＲＣ」という。）への通報連絡および社内関係個所への情報連絡を実施した。 

また、原子力施設事態即応センター（高松）から事業者間協力協定事業者へ災害状況および支援

要請に係る連絡を、当社発災時の幹事会社である中国電力株式会社に対して実施した。 

    

（３）ＡＭ訓練 

大破断ＬＯＣＡが発生し、ＥＣＣＳによる炉心注入が必要とされる状況で全交流電源喪失となり

炉心損傷に至る事象を想定し、原子力防災要員によるプラント状況の把握や事象進展予測、影響緩

和のために実施すべき措置の検討等のアクシデントマネジメント活動を実施した。 

 

（４）緊急時対応訓練 

全交流電源喪失事象発生等の事象進展に応じた電源確保や水源確保をはじめとする緊急時対応

訓練を実施した。 

a. 電源確保班 

・緊急時対策所用発電機起動（起動は模擬） 

・空冷式非常用発電装置起動確認（起動は模擬） 

・アニュラス水素濃度（AM）計測装置起動（モックアップにて実施） 

b. 水源確保班 

・格納容器水素濃度計測装置起動（モックアップにて実施） 

・淡水タンク使用による中型ポンプ車および加圧ポンプ車による格納容器スプレイ 

c. 配管接続班 

・緊急時対策所空気浄化設備起動 

・補助給水タンクと燃料取替用水用タンク連絡用ディスタンスピース取付（モックアップに

て実施） 

d. アクセスルート確保班 

・ホイールローダによるアクセスルート確保活動 

 

（５）モニタリング訓練 

敷地内のモニタリング（模擬）およびモニタリングポスト等の監視および気象情報等の収集を実

施したほか、可搬型モニタの設置を実施した。 

 

（６）避難誘導訓練 

発電所敷地内および伊方ビジターズハウス（当社ＰＲ館。以下、「ＶＨ」という。）館内の模擬見
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学者に対する避難誘導を実施した。 

 

（７）緊急事態支援組織対応訓練 

原子力施設事態即応センター（高松）から原子力緊急事態支援組織である美浜原子力緊急事態支

援センター（以下、「美浜支援センター」という。）に対して災害状況および支援要請に係る連絡を

実施した。また、伊方発電所において美浜支援センターの資機材受け取りに関する検討を実施した。 

 

８．総合防災訓練の評価 

（１）訓練全体の評価 

「１．防災訓練の目的」の全体目的について、訓練評価者による評価結果、訓練終了後の振り返り

および訓練を視察した他の原子力事業者との意見交換等により、計画した訓練に大きな支障がなかっ

たことを確認した。また、「（２）個別に設定した目標に対する評価」より、一部改善が必要な事案が

確認されたものの、以下のとおり概ね達成できたことを確認した。 

・ 早い事象進展および複数号機同時発災を想定したシナリオにおいて、原子力防災組織（伊方

発電所、松山原子力本部、本店）が原子力災害発生時に有効に機能することを確認した。 

・ 夏季の訓練で、気温および湿度ともに高い状況下において、放射線防護具（全面マスクおよ

び防護衣等）を着用した中でも、現場活動および伊方発電所災害対策本部との連携ができる

ことを確認した。 

 

（２）個別に設定した目標に対する評価 

ａ．防災訓練、通報訓練、ＡＭ訓練 

（ａ）伊方発電所 

【原子力防災管理者（本部長）・副原子力防災管理者（副本部長）・総括・原子炉主任技術者】 

・ 体制の発令から災害対策本部の設営まで速やかに実施できた。 

・ ＥＡＬ該当事象の判断が速やかにできた。 

・ 事故拡大防止策の指示が速やかにできた。 

【情報連絡班】 

・ 非常準備事態発生時(１、２号機)の通報は約１０分、第１種非常事態発生時(３号機)の通報

は約１２分、第２種非常事態発生時(３号機)の通報は約１５分で実施できており、原子力災

害の状況に応じた非常事態の区分の進展に伴う通報連絡は速やかに実施できた(全て目標１

５分以内)。 

・ しかし、複数のＥＡＬ該当事象が数分間に同時発生する状況での通報ＦＡＸ第５報（３報目

の１５条通報）にて、通報ＦＡＸ送付までに２０分（当社目標時間１５分以内）を要したこ

とについては、複数のＥＡＬが同時に発生する場合においても速やかに情報発信できる体制

を再検討する必要があることを確認した。［10．（１）ａ．①参照］ 

・ 緊急時対応に係る情報の収集および情報整理が適切にできた。 

・ 社外関係機関への通報内容の連絡が確実にできた。 

・ 社内関係個所との情報連携が十分にできた。 

・ 緊急時対策所内のＦＡＸにおける通信不良のマルファンクションに対しても落ち着いて対応

し、代替通信設備を活用した情報連絡が実施できた。 

・ １５条様式での通報ＦＡＸについて発信日時の時刻の記載漏れがあったこと、また、２５条

通報ＦＡＸにおいて格納容器圧力のパラメータの桁の記載を間違えたことについては、チェ
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ックする仕組みの改善、パラメータの記載単位も含めた確認、通報様式の改善が必要である

ことを確認した。［10．（１）ａ．②、③参照］ 

【運転班】 

・ 中央制御室からの情報は運転員メモ（４枚綴り）によって一元管理し、ホワイトボードへの

記載、時系列システムへの入力等に展開することで、中央制御室との情報連携等によるプラ

ントの状態および機器の動作状況等の把握、運転班内および本部内への情報連携、事故の状

況や設備の動作状況を考慮した運転上の措置の検討・抽出、実施した措置の進捗管理ができ

た。 

・ アクシデントマネジメントガイドラインを使用した適切な対応措置が検討できた。 

【調査復旧班】 

・ 異常状況の把握が速やかにできた。 

・ 緊急安全対策の検討、判断が適切に実施できた。 

・ 現地活動班に対する状況把握、指示伝達、結果の把握が適切にできた。 

【技術支援班】 

・ 異常状況の把握が速やかに実施できており、炉心損傷の兆候を確認後、緊急時対応要員への

放射線防護具の着用判断および指示が速やかにできた。 

・ 緊急時対策所内へのエリアモニタの設置が約４分（目標２０分以内）で実施できた。 

・ １号機のＳＦＰ水位低下事象発生時は、速やかに状況を確認し、安全評価上問題にならない

ことを踏まえ、内部水が無くなった際の線量の増加量について調査を行う等、適切な状況把

握ができた。 

【報道班】 

・ 地元自治体からの問い合わせ（模擬）に対して適切に対応を実施し、即答できない場合でも、

社内にて回答内容の確認後に折り返し電話連絡で回答する等、社内外関係者への情報連絡が

実施できた。 

・ プラント状況を速やかに把握し、地域広報に関する手段の検討および実施ができた。 

・ プレス文作成支援等において災害対策本部（松山、高松）の報道班との情報連携が適切に実

施できた。 

【総務班】 

・ 建物被害（模擬）および道路被害（模擬）状況の把握が的確に実施できた。 

・ 調査復旧班からの休憩場所設置依頼に対して、技術支援班に現場の放射線量の状況を確認す

る等、適切な休憩場所の選定および設置の指示ができた。 

【消防班（本部）】 

・ 消防班（本部）では、アクセスルートの状況を把握し、寄り付きできるルートを消防班（現

地）に連携し、消火手段や水利選定等の検討も消防班（現地）と協議しながら、消火活動の

指示および実施が的確にできた。 

・ 公設消防への通報が速やかにできた。 
・ 現場班長からの報告により、現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無

の確認）が適切に実施できた。 
【消防班（現地）】 

・ 消防班（本部）に対して、火災状況、消火状況、使用資機材等の状況について適切に報告で

きた。 

・ 現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無の確認）が適切に実施できた。 
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・ 今回の想定は、火災現場が危険物貯蔵施設であったため、初期消火班長は爆発事態も考慮し、

近辺の消火栓を使用しない判断を実施した。また、火災現場から離れた健全な防火水槽より

消防自動車を用いた消火活動を選択しており、危険リスクを考慮した適切な判断が実施でき

た。 
 

（ｂ）松山原子力本部 

【本部長・副本部長】 

・ 体制発令が速やかにできた。 

・ 対策本部の設置が速やかにできた。 

・ 事故状況の把握が適切にできた。 

【情報連絡班】 

・ 情報連絡班の設営が速やかにできた。 

・ 社内関係個所との情報連携が十分にできた。 

・ 情報収集および情報整理が確実にできた。 

【調査復旧班】 

・ 調査復旧班の設営が速やかにできた。 

・ 実施状況シートを利用して事故対応に必要な設備の状況を速やかに把握できており、事故影

響範囲の評価、事故拡大防止対策の評価、復旧状況の把握は概ね実施できていたが、一時的

に消火ポンプの状況について反映漏れがあったことについては（その後の実施状況シート連

携時には反映された。）、実施状況シート作成のための情報連携について改善を図る必要があ

ることを確認した。［10．（１）ｂ．②参照］ 

【技術支援班】 

・ 技術支援班の設営が速やかにできた。 

・ 放射線被害状況の把握が適切にできた。 

【報道班】 

・ 報道班の設営が速やかにできた。 

・ プレス文およびＱＡの作成は適切であり、プレス対応も遅滞なく実施できており、広報活動

が適切に実施できた。 

・ プレスからの問い合わせ状況等を社内報道関係個所に適切に情報連携し、問い合わせ対応を

適切に実施できた。 

・ 社外プレーヤー（電気新聞、中国電力広報担当）参加によるプレス発表において、事象進展

の影響を考慮し、プレス予定時間を変更する等、プレス対応関係個所に対して適切に指示を

行い、正確な情報開示に向けたプレス対応ができた。 

【総務班】 

・ 総務班の設営が速やかにできた。 

・ 対策本部の活動状況を適切に把握し、会議室、非常食および宿泊施設などのリストを事前に

準備し、当社の後方支援班員、事業者間協力協定に基づく派遣者および美浜支援センターか

らの派遣者の受け入れ対応の準備を実施できた。 
【ＥＲＣ対応】 

・ ＥＲＣとの情報連携が適切にできた。 
・ ＥＲＣ対応のうち、ＴＶ会議システムの音声不調時の対応において、ＩＰ電話への切り替え

はできたが、スピーカーモードで接続し続けるべきところ、操作を誤って接続を切ってしま
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ったことについては、通信設備の取扱いについて習熟を図る必要があることを確認した。［10．

（１）ｂ．①参照］ 
・ ＥＲＣ対応において、実施状況シートを使用した情報連絡の際、一時的に消火ポンプの状況

について反映漏れがあったことについては（その後の実施状況シート連携時には反映され

た。）、実施状況シート作成のための情報連携について改善を図る必要があることを確認した。

［10．（１）ｂ．②参照］ 
 

（ｃ）本店 

【事務局長】 

・ 事象発生時における社長、原子力本部長への報告が速やかに実施できた 

・ 社長による非常体制発令、体制区分変更指示があった場合における社内関係個所への指示伝

達も適切に実施できた。 

・ 第１種非常事態発生時における他の原子力事業者への協力要請の指示を適切に実施できた。 

・ 適宜、事象やプラント状況を整理・周知しており、災害対策本部（高松）内の認識合わせを

適切に実施できた。 

・ 伊方発電所災害対策本部から要請があった場合における原子力緊急事態支援組織への協力要

請の指示が適切にできた。 

【情報連絡班】 

・ 非常体制の発令から目標時間（１５分）以内で災害対策本部の設置が実施できた。 

・ 事務局長指示および伊方発電所からの要請を社内関係個所へ適切に伝達できた。 

・ 社内関係個所との情報連携が十分にできた。 

【調査復旧班】 

・ 事故状況の把握を適切に実施できた。 

・ 系統運用部と調整し、外部電源の状況の確認および復旧の調整を適切に実施できた。 

・ メーカへの協力要請や、必要な資機材、物資の輸送調達依頼についてメーカとの調整(模擬)

を実施できた。 

【技術支援班】 

・ 放射線被害状況の把握を適切に実施できた。 

・ 伊方発電所災害対策本部、災害対策本部（松山）等の放射線管理活動の支援を適切に実施で

きた。 

・ 非常事態発生時における他の原子力事業者への協力要請を迅速に実施できた。 
・ 他の原子力事業者への協力要請の状況について、災害対策本部（高松）内における情報連携

を適切に実施できた。 
【報道班】 

・ 早い段階からプレス文とＱＡの作成に着手するとともに、別紙で時系列を整理し、必要に応

じて社内関係者に聞き取り確認を行うなど、プレス対応を実施する松山原子力本部へ分かり

やく正確な資料を提供できており、災害対策本部（松山）における広報活動の支援や、プレ

ス文およびＱＡの作成支援が適切に実施できた。 

・ 事象の進展が早く、第１報プレス文への記載が間に合わなかった「炉心損傷」の情報を、プ

レス時に口頭で補足説明することで対応するよう本店から松山原子力本部へ助言する等の対

応ができた。 

・ トップ説明資料の作成および上層部への連携を適切かつ速やかに実施できた。 



          

9 

・ 作成したプレス文をプレス発表後速やかに当社ホームページ（模擬）への掲載ができた。 

【総務班】 

・ 伊方発電所における人的被害状況の把握を適切に実施できた。 

・ 本店建物の警備の指示を適切に実施できた。 

・ 社長および社内・社外応援者の宿泊施設や給食、移動手段の手配、調整が適切に実施できた。 

【ＥＲＣ対応班】 

・ 状況に応じ、災害対策本部（松山）におけるＥＲＣへの情報連携の支援を適切に実施できた。 

【原子力事業所災害対策支援拠点派遣】 

・ 原子力事業所災害対策支援拠点の設営のため、松山へ移動（移動自体は模擬）することにつ

いて、情報連絡班および総務班との情報連携を適切に実施できた。 
・ 事業者間協力協定に基づき、幹事会社より派遣される先遣隊への情報提供を適切に実施でき

た。 
 

ｂ．緊急時対応訓練 

（ａ）伊方発電所 

【調査復旧班】 

・ 現地活動員への放射線防護具着用指示が速やかに実施できた。 

・ 現場班長からの報告により、現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無

の確認）が適切に実施できた。 

【電源確保班】 

・ 緊急時対策所用発電機からの電源供給について、約２６分（目標５５分以内）で実施できた。 

・ 空冷式非常用発電装置の給電状態確認について、約１０分（目標２５分以内）で実施できた。 
・ アニュラス水素濃監視準備（モックアップ）について、約６分（目標８分３０秒以内）で実

施できた。 

・ 伊方発電所災害対策本部との連携が十分にできた。 

・ 現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無の確認）が適切に実施できた。 

【水源確保班】 

・ 淡水タンクを水源とした中型ポンプ車と加圧ポンプ車による格納容器スプレイ準備について、

約６６分（目標８０分以内）で実施できた。 

・ 格納容器水素濃度監視準備（モックアップ）について約６分（目標１０分以内）で実施でき

た。 

・ 伊方発電所災害対策本部との連携が十分にできた。 

・ 現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無の確認）が適切に実施できた。 

【配管接続班】 

・ 緊急時対策所(EL.32m)の空調準備について、約３０分（目標３５分以内）で実施できた。 

・ 補助給水タンクから燃料取替用水タンクへの補給用ディスタンスピースの接続について、約

６分（目標１４分以内）で実施できた。 

・ 伊方発電所災害対策本部との連携が十分にできた。 

・ 現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無の確認）が適切に実施できた。 

【アクセスルート確保班】 

・ ホイールローダによるアクセスルート確保が速やかにできた。 

・ 伊方発電所災害対策本部との連携が十分にできた。 
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・ 重機の騒音下でも、ハンズフリーのトランシーバを用いることで、現地指揮者と操作員間の

指示伝達が十分にできた。 
・ 現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無の確認）が適切に実施できた。 

 

ｃ．モニタリング訓練 

（ａ）伊方発電所 

【技術支援班】 

・ モニタリングデータの把握については、２０分毎（目標３０分毎）に確認し、時系列システ

ムにより情報発信できた。 

・ 発電所の損壊状況や風向等の気象状況を踏まえ、可搬型モニタ設置場所の優先順位付けを行

い、モニタリング隊に適切な設置指示ができた。 

・ 現場班長からの報告により、現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無

の確認）が適切に実施できた。 

【モニタリング隊】 

・ 可搬型モニタの準備が適切かつ速やかにできた。 

・ 現地活動員の体調把握（適切な休憩の実施、体調不良者の有無の確認）が適切に実施できて

いることを確認した。 

 

ｄ．避難誘導訓練 

（ａ）伊方発電所 

【報道班】 

・ 初動対応において、速やかに状況を把握し、ＶＨへの避難指示ができた。 

【総務班】 

・ 構内協力会社（模擬避難者）との情報連携を十分に行い、適切な避難誘導が実施できた。 

【ＶＨ館長・ＶＨスタッフ（見学者避難誘導）】 

・ 発電所視察の模擬見学者およびＶＨ館内模擬見学者の状況を速やかに把握し、避難誘導がで

きた。 

・ 見学者の避難状況を報道班に連携できた。 

・ ＶＨ館内模擬見学者への状況説明は、報道班との情報連携により詳細内容を整理したメモを

活用するなどして、分かりやすい説明ができていることを確認した。 

 

ｅ．緊急事態支援組織対応訓練 

（ａ）伊方発電所 

【調査復旧班】 

・ 後方支援拠点(松山)への到着予定時刻が２０時以降であり、資機材が後方支援拠点(松山)に

到着した以降に、資機材受入れに向けた協議を関係各所と実施するよう協議できていた。 

（ｂ）本店 

【情報連絡班】 

・ 第１種非常事態および第２種非常事態発生時における美浜緊急事態支援センターへの通報連

絡が速やかに実施できた。 

・ 発電所から美浜緊急事態支援センターへの協力要請があった場合における美浜緊急事態支援

センターへの協力要請が適切にできた。 
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・ 美浜緊急事態支援センターからの派遣について、美浜緊急事態支援センターとの情報連携が

適切にできた。 

 

９．過去の訓練を踏まえた改善活動の確認結果 

前回までの総合訓練（平成２９年２月１６日実施）における改善計画とその改善内容について、今

回の訓練における確認状況を以下に示す。 

 

（１）伊方発電所 

前回までの訓練を踏まえた問題点 課題の分析や改善内容の確認結果 

平成２７年５月の総合訓練時の消防班の活

動において、ホース敷設用の資機材（ホー

スカー）の使用時に若干の時間ロス（ロッ

ク解除に手間取った）が生じていた。迅速

な対応を実施できるように資機材の使用方

法の習熟が図られるようにする。 

原因 消防訓練において、ホースカーを使用した訓練

の頻度が少なく、習熟が不足していた。 
課題 ホースカーの扱いについて習熟し、それを維持

するために、ホースカーを使用した訓練を適宜

実施する必要がある。 
対策 初期消火班全員にホースカーの取扱い訓練を実

施し、手順の再周知や習熟を図った。また、消

防訓練にて、適宜ホースカーの使用を想定した

訓練を計画する。 
結果 平成２９年６月の消防訓練と今回の訓練におい

て、ホースカーを使用したホース敷設を実施し

た。その結果、ホースカーの取り扱いに習熟し

ている事を確認した。 

電子黒板の効果的な活用方法については、

同じく使用拠点である、本店および松山原

子力本部の意見を踏まえ、今後も継続的な

改善が必要である。 

課題 前回訓練にて初めて電子黒板を導入し、電子黒

板が事故時の情報共有に効果的であることを確

認したことから、今回の訓練では電子黒板の運用

を拡張し、対応能力の向上を目指した。具体的に

は、電子黒板で共有すべき情報について、伊方発

電所、本店および松山原子力本部にて事前に協議

して共通図面を作成し、電子黒板上で共通図面に

情報を書き込み、拠点間の情報共有に有効である

かを検証した。 

結果 電子黒板上で共通図面に情報を書き込み、情報

共有を図ることは、拠点間の認識合わせや、情

報共有に掛かる時間の短縮に寄与したことを本

訓練にて確認した。 
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前回までの訓練を踏まえた問題点 課題の分析や改善内容の確認結果 

情報連絡班における通報ＦＡＸ第４報（原

災法第１５条事象発生報告）作成時におい

て発信日時および事故発生日時について誤

記があったため、修正文を再送した。通報

連絡文の作成は情報連絡班長以外が作成

し、情報連絡班長がダブルチェックする必

要がある。 

原因 通報連絡文作成と確認を、情報連絡班長と副班

長の共同で実施していたが、確認行為に対する

役割が明確でなかった。 

課題 通報連絡文の作成、確認に対する役割を明確に

する必要がある。 

対策 通報文作成は情報連絡班長以外で対応し、情報

連絡班長は通報文の最終確認のみ実施するよう

役割を分けた。 

結果 本訓練において、通報連絡文作成と確認の役割

分担の中で確認できる範囲では誤記等は無くな

った。 

総務班（現地）における構外避難時の平碆

守衛所開設操作において、人員配置が、外

側・内側ゲートで離れており、情報共有の

ためのトランシーバ等があればスムーズに

連絡ができると思われる。 

原因 平碆守衛所開設操作において、人員配置が、外

側・内側ゲートで離れており、ＰＨＳ以外の通

信手段がなく円滑なコミュニケーションが図れ

なかった。 

課題 平碆守衛所開設操作における、内側・外側ゲー

ト間でのコミュニケーションを改善する必要が

ある。 

対策 コミュニケーションツールとして、トランシー

バを配備した。（ＰＨＳは、本部との連絡用に

温存させるためトランシーバを配備） 

結果 平成２９年６月に実施した治安当局とのテロ対

応合同訓練において、配置上離れた場所にいる

要員がトランシーバを用いた情報連絡の有効性

を検証した。その結果、守衛所におけるゲート

間対応等においてトランシーバを使用した情報

連携が有効であり、ゲート間でのコミュニケー

ションが改善された。 
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前回までの訓練を踏まえた問題点 課題の分析や改善内容の確認結果 

消防班の活動において、災害対策本部、現

地指揮本部（指揮車）との情報連携はタイ

ムリーにできていたが、図面に書き込みを

行うなど、図面を活用した情報連携となっ

ておらず口頭のみの説明となっていた。こ

のため災害対策本部との情報認識に齟齬が

生じることがあった。意思疎通がうまく出

来るように、共通の図面を使用した情報連

携が望ましい。 

原因 消防班の災害対策本部と現地指揮本部（指揮車）

は、口頭による情報連携しかしておらず、お互

いの認識に齟齬が生じた。 

課題 消防班の災害対策本部と現地指揮本部（指揮車）

の情報連携について、口頭以外の手段を追加す

る。 

対策 コミュニケーションツールとして、消防班の災

害対策本部と現地指揮本部（指揮車）に共通図

面を配備し、共通図面を確認しながら情報連携

する。 

結果 本訓練において、共通図面を確認しながらコミ

ュニケーションを図ることで、お互いに認識に

齟齬なく情報が共有できる事を確認した。 

電源確保班の活動における３００ｋＶＡ電

源車からの給電準備作業において、もし変

圧器 1 次側にケーブル接続するためのボル

トを脱落させた場合、活動遅延が生じるこ

とが想定されることから、予備ボルトを配

備して効率化を図るなど、更なる改善が望

ましい。 

課題 ボルトを脱落させた場合に活動遅延が生じるお

それがある。 

対策 予備ボルトおよびマグネット皿を配備した。ま

た、更なる改善として、変圧器盤面カバー固定

ボルト穴の加工を実施し、ボルトを全て取り外

さなくても緩めるだけでカバーを取り外せるよ

うに改造した。 

結果 変圧器１次側ケーブル接続作業時のボルト脱落

時の活動遅延が生じることがなくなった。また、

変圧器盤面カバー取り外し作業では、ボルト脱

落のおそれがなくなり、同時に、変圧器盤面カ

バーの取り外しに掛かる時間も短縮できたこと

を確認した。 
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前回までの訓練を踏まえた問題点 課題の分析や改善内容の確認結果 

アクセスルート確保班の活動において、班

長からホイールローダ操作員への指示を拡

声器で行っているが重機の騒音や指示を出

す位置によって伝わらないことが多くみら

れた。また、班長は、極力両手をフリーに

して身振り手振りで指示を出したり、電話

対応や資料確認が必要であり、すぐに指示

出来る状態にしておく方が良い。 

原因 重機の騒音が大きく、拡声器の声が聞こえない

場合がある。 

課題 騒音下でのコミュニケ―ションを検討する必要

がある。 

対策 重機の騒音により、拡声器によるコミュニケー

ションが難しいことが判明したことから、ハン

ズフリーのトランシーバにて情報伝達する手段

を検討し、配備した。 

結果 平成２９年５月の成立性確認訓練において、ハ

ンズフリーのトランシーバ使用によるコミュニ

ケーションは、騒音下のホイールローダ操作員

にとって、拡声器に比べ声での指示が聞き取り

やすく、班長は拡声器を手に持たなくてよくな

ったことから、両手を使ったジェスチャーでホ

イールローダを誘導することができ、良好なコ

ミュニケーションが取れる事を確認した。また、

電話対応や資料確認などの対応能力の向上にも

繋がった。 

 

 

（２）松山原子力本部 

前回までの訓練を踏まえた課題 課題の分析や改善内容の確認結果 

ＥＲＣ対応において、略語を使用して説明

するケースがあった。 

原因 ＥＲＣへの説明方法について明確に決めたもの

がなく、略語を使用することが説明への支障に

なるとの認識がなかった。 

課題 略語を使用しない説明を心掛ける必要がある。 

対策 ＥＲＣへの説明時には可能な限り略語は使用せ

ず、平易な言葉で説明するよう平成２９年３月

にマニュアルを修正した。また、当マニュアル

の修正内容についてＥＲＣ対応要員に周知する

ことにより、略語を使用しないことについて意

識付けを行った。 

結果 本訓練において、略語を使用せずＥＲＣ対応を

実施できていることを確認した。 
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前回までの訓練を踏まえた課題 課題の分析や改善内容の確認結果 

ＥＲＣ対応において、多数の質問が続いた

場合等、迅速かつ的確な対応ができない場

面が見られた。 

原因 ＥＲＣからの問い合わせが連続した場合、質問

内容の把握、処理の役割分担が明確ではなかっ

たため、情報処理に時間を要した。 

課題 迅速かつ的確なＥＲＣ対応ができる仕組みを検

討する必要がある。 

対策 ＥＲＣ対応班内で役割分担の明確化を図り、平

成２９年３月にマニュアルに反映した。また、

ＥＲＣ説明に必要と考えられる資料を平成２９

年３月に資料集に追加した。 

結果 本訓練において、質問内容の把握、処理の役割

分担を明確にする事で情報管理がスムーズに実

施でき、ＥＲＣからの質問に迅速かつ的確に対

応することができた。また、蓄圧タンク容量の

追加等、資料集の再整備を実施し、本訓練にお

けるＥＲＣ対応にて実際に活用できた。 

 

 

（３）本店 

前回までの訓練を踏まえた課題 課題の分析や改善内容の確認結果 

現状の「時系列システム」の特性上、各所

から掲載された情報が事象発生時刻の順番

に並べられるため、新規に入力された情報

を確認する際に時間を要する。 

原因 従来の時系列システムでは、未読・既読の区別

ができず、新規に入力された情報の確認に時間

を要した。 

課題 未読・既読の区別が可能なシステムを改修する

必要がある。 

対策 時系列システムについて平成２９年６月に改修

を実施し、未読文書や新規に入力された情報、

更新された情報が識別表示できる機能を付加し

た。また、欲しい情報が速やかに表示できるよ

うに、ソート機能を強化した。 

結果 本訓練において、情報収集する際に掛かる時間

や利便性が向上したことを確認した。また、上

記結果よりシステム改修が有効であったことを

確認した。 
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10．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練において抽出した主な課題とその改善活動は以下のとおりである。 

これら課題および改善活動のみならず良好事例についても、訓練参加者をはじめ関係者に周知し、

原子力災害に対する対応能力の向上および習熟を図っていく。 

 

（１）訓練目標の達成状況により確認された問題点 

ａ．伊方発電所 

 今回の訓練において抽出した問題点 問題点の分析と改善活動内容 

① 

通報ＦＡＸについては何れも速やかな情報

発信に努めていたが、今回送付した全７回

の通報ＦＡＸのうち、第５報の通報にて、

ＥＡＬ判断からＦＡＸ送信までの目標時間

１５分に対して２０分を要した。（複数の

ＥＡＬ該当事象が数分間に同時発生） 

原因 現在のＥＡＬ判断からＦＡＸ送信までのプ

ロセスでは、ＥＡＬ該当事象が連続発生し

た場合に、通報文の確認作業が輻輳し、時

間を要していることが原因。 

課題 事象進展が早く、複数のＥＡＬが同時に発

生する場合においても速やかに情報発信で

きる体制を再検討する必要がある。 

対策 ＥＡＬ判断からＦＡＸ送信までのプロセス

について再検討する。 

② 

１５条通報ＦＡＸについて、発信日時の時

刻の記載忘れがあった。 

 

原因 １５条通報の発信日時は、通報ＦＡＸ送信

直前の時刻記載をＦＡＸ送信担当者が失念

していた。 

課題 １５条通報に限らず、ＦＡＸ送信担当者が

通報ＦＡＸ送信直前に、記載漏れが無いか

の最低限の確認ができるような仕組みを検

討する必要がある。 

対策 ＦＡＸ送信担当者においても、通報ＦＡＸ

の時間や氏名、対象号機等の記載漏れの最

終確認を実施するよう役割を明確にする。

その際、確認箇所以外を黒塗りにしたクリ

アファイルをＦＡＸ機に配備し、簡易に確

認ができるツールを準備する事で、記載漏

れおよび確認時間の短縮を図る。  
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 今回の訓練において抽出した問題点 問題点の分析と改善活動内容 

③ 

２５条通報ＦＡＸについて、プラント状況

の記載は適切であったが、格納容器圧力の

パラメータの桁の記載を間違えた。 

 

原因① パラメータ採取者が単位を含めた確認を

していなかった。 

課題  パラメータ採取の際は、単位まで確実に

確認するよう徹底する必要がある。 

対策  パラメータ確認の際は単位も含めて確認

するよう災害対策要員に周知する。 

原因② 格納容器圧力のパラメータ採取する計器

と２５条通報様式に記載されている単位

が異なっていた（計器『MPa』、様式『kPa』）。

課題  ２５条様式の単位の記載について、パラ

メータ採取する計器と整合する必要があ

る。 

対策  ２５条通報ＦＡＸ様式の格納容器圧力を

採取する欄の記載単位を『kPa』から『MPa』

に変更する。 
 

 

ｂ．松山原子力本部 

 今回の訓練において抽出した問題点 問題点の分析と改善活動内容 

① 

ＥＲＣ対応のうち、ＴＶ会議システムの音

声不調時の対応において、ＩＰ電話への手

段の切り替えはできたが、スピーカーモー

ドに切り替えて接続し続けるべきところ、

対応操作を誤り、スピーカーモードボタン

を押す前に受話器を置いてしまったため、

ＥＲＣとの通話が途切れてしまった。 

原因 ＥＲＣ対応班における、ＩＰ電話の扱いの

習熟が不足していたことから、咄嗟の対応

で操作を誤った。 

課題 如何なる状況でも対応できるよう通信設備

の取扱いについて習熟を図る必要がある。 

対策 マニュアルに記載している通信設備取扱い

手順等について関係者に再周知するととも

に、定期的に実施している通信連絡訓練等

を利用し、ＥＲＣ対応者全員に対して、通

信設備の取扱いについて習熟を図る。 

② 

ＥＲＣ対応において、実施状況シートを使

用した情報連絡の際、一時的に消火ポンプ

の状況について反映漏れがあった。（その後

の実施状況シート連携時には反映された。）

 

原因 実施状況シートを作成する調査復旧班が、

消火ポンプの状況の確認を失念していた。 

課題 実施状況シートを作成する者は、時系列シ

ステムに入力されている情報を当シートに

漏れなく反映する必要がある。 

対策 実施状況シート作成後のチェック体制の強

化を検討する。 
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（２）訓練評価等により抽出した潜在的な問題点 

ａ．伊方発電所 

訓練評価等により抽出した潜在的な問題点 問題点の分析と改善活動内容 

伊方発電所災害対策本部の本部長、副本部長、

総括を中心とする中央テーブルにおいては、

プラントを収束させるための対応方針の検討

が最も重要であるが、現在の中央テーブルで

は、プラント対応に加えてＥＡＬ該当事象の

確認や通報内容の確認なども並行して実施し

ており、事象進展が速い場合、伊方発電所災

害対策本部内の活動が停滞するおそれがあり

改善の余地がある。 

  

原因  中央テーブルに集積した情報は、基本的に

は総括（技術系)が処理することから、情報

量が多くなると、各班への指揮命令の流れ

が律速となる。特に、プラント過渡期のＥ

ＡＬ該当事象の確認や通報内容の確認など

に取られる時間が多い。 

課題  中央テーブルへ連携すべき情報や、中央テ

ーブル内の役割分担を再検討し、如何なる

状況でも速やかな指揮命令の流れを維持す

る必要がある。 

対策① ＥＡＬを判断する運転班と、通報ＦＡＸを

作成、送信する情報連絡班で、状況に応じ

て中央テーブルへ連携すべき情報かどうか

を判断し、連携するための手順を再検討す

る。 

対策② ＥＡＬ判断や通報ＦＡＸ文の確認に際し

て、現在は災害対策本部の中央テーブル全

体にて確認しているが、総括(技術系)はプ

ラントを収束させるための対応方針の検

討に専念させることや、ＥＡＬ判断や通報

ＦＡＸ文の確認は本部長のみとする等、中

央テーブル内の役割分担について検討す

る。 

ＥＡＬ判断を実施する運転班において、事象

の規模が大きく、進展が早いにもかかわらず

ＥＡＬが正確に判断され報告された。反面そ

の報告全てに運転班長が関与すると事故状況

の情報収集、班員の指揮に影響が出ることが

想定される。 

 

原因 ＥＡＬの判断から災害対策本部内への報告の

全てのプロセスにおいて運転班長が関与して

いることから、ＥＡＬ該当事象が連続発生し

た場合、運転班長の負担が大きい。 

課題 ＥＡＬの判断から報告のプロセスにおいて、

運転班長の負担を軽減する必要がある。 

対策 ＥＡＬの判断から報告のプロセスにおいて、

運転班内での役割分担や権限委任等を検討

し、運転班長の負担の軽減を図る。 

 

 

以  上 
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要素訓練結果の概要 

 

１．訓練の目的 

本訓練は、「伊方発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章第７節 １．社内における訓練」に基

づき実施したものである。 

要素訓練は、手順書の適応性や必要な要員・資機材等の検証を行い、対応能力の向上および得られ

た知見から改善を図ることを訓練の目的としている。 

（１）通報訓練 

伊方発電所における原子力災害時の異常事象の発生を想定し、原子力防災管理者、副原子力防災

管理者、連絡責任者および連絡当番者による通報連絡に係る活動を行う訓練であり、迅速・的確な

通報連絡の重要性を訓練参加者に認識させるとともに、具体的な通報連絡資料作成手順および通報

連絡手順の習熟を図ることを訓練の目的としている。 

 

２．実施日時および対象施設 

報告対象期間である、前回の総合訓練実施日の翌日である平成２９年２月１７日（金）から今回の

総合訓練の実施日である平成２９年７月１３日（木）までに実施した要素訓練である通報訓練につい

て報告する。 

（１）通報訓練 

 ａ．実施日時 

平成２９年６月３０日（水）１０：００～１１：００、１３：３０～１４：３０ 

ｂ．対象施設 

   伊方発電所 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）通報訓練 

ａ．実施体制 

「添付資料」のとおり。訓練参加者は、通報連絡訓練の実施経験の少ない者から優先的に選出し、

訓練を実施した。 

ｂ．評価体制 

通報連絡の対応を行う情報連絡班より評価者を選任し、第三者の観点から手順の検証や対応の実

効性等について評価した。また、評価者による評価結果や訓練後の振り返りにより、今後の課題を

抽出した。 

ｃ．参加人数 

   「添付資料」のとおり。 

 

４．訓練方法 

（１）通報訓練 

シナリオ非提示型の通報訓練において、連絡責任者および連絡当番者による通報ＦＡＸの作成・発

信を含む対応訓練を実施する。なお、社外通報先へのＦＡＸ送信および後追い連絡は模擬（社内での

ＦＡＸ送信およびコントローラへの電話連絡）にて実施する。 

別紙２
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５．要素訓練のために想定した原子力災害の概要 

（１）通報訓練 

通常運転中の３号機において、格納容器内（Ａループ室）で１次冷却材の漏えいが発生し、プラ

ント停止操作を実施する。プラント停止（モード３整定）後、１次冷却材系統の減圧中に漏えい量 

が増加して安全注入信号が発信する。 

（原子力災害特別措置法第１０条通報の実施により訓練終了とする。） 

 

６．訓練の評価結果 

（１）通報訓練 

訓練の評価結果は以下のとおり。 

・通報連絡ＦＡＸ文において、誤記等が一部見受けられたが、プラント状況などの重要な内容は

確実に記載されており、全ての通報において、目標時間内に通報を完了することができていた

ことから、シナリオ非提示型の訓練において、通報連絡資料作成および通報連絡が適切に対応

できていることが確認された。 

・通報ＦＡＸ文に誤記等が見受けられた事については、通報ＦＡＸ作成後のダブルチェックによ

る確認が不足していた。また、通報連絡ＦＡＸ送信時、誤ったモードで送信した件については、

ＦＡＸ送信者のＦＡＸ送信モード選択スイッチに関する理解が不足していた。 

・特定事象通報ＦＡＸの記載では、事象初期のプラント状況および事故の原因等を可能な範囲で

記載できていた。 

    

７．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

訓練により抽出された課題および今後に向けた改善活動は、「添付資料」のとおり。 

抽出された課題は全て訓練者の通報連絡対応への理解および習熟が不足していることから発生し

ているものであることから、今後も継続して通報訓練を実施するほか、訓練により抽出される改善活

動については、訓練に参加していない連絡責任者および連絡当番者にも周知することにより、通報連

絡対応の質の向上を図っていく。 

 

 

以 上  

＜添付資料＞ 

   要素訓練の概要 



                                                                                                         添付資料 

                                   

                               要素訓練の概要 

【通報訓練】 

平成２９年６月３０日、参加人数：２１名 

 概要 
実施体制 

(① 訓練責任者、②訓練者) 
評価結果 当該期間中の課題 今後に向けた改善活動 

（シナリオ非提示型として実施） 

○通常運転中の３号機において、

格納容器内（Ａループ室）で１

次冷却材の漏えいが発生し、プ

ラント停止操作を実施する。 

○プラント停止（モード３整定）

後、１次冷却材系統の減圧中に

漏えい量が増加して安全注入信

号が発信する。 

  

 

① 安全技術課長 

② 連絡責任者・連絡当番者 
良 

特定事象発生通報ＦＡＸ作成時に

おいて、プラント状況や通報基準

など通報連絡に必要な事項につい

ては漏れなく記載されていたが、

一部誤記等があった。また、通報

連絡ＦＡＸ送信時、誤ったモード

で送信した。 

通報連絡ＦＡＸ文の一部誤記、記

載箇所違いがあったため、通報訓

練者に対し、ダブルチェックによ

る確認を実施するよう周知した。 

通報連絡ＦＡＸ送信時、誤ったモ

ードで送信した件については、通

報連絡者に対し、訓練終了後に適

切なモードの確認をおこなった。

また、ＦＡＸ文について更に充実

した情報を記載し、通報の質を向

上させるよう訓練参加者に周知し

た。 
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